


















































































（ 1） 　中野貞一郎『民事執行法〔増補新訂 6版〕』（青林書院，2010）671頁。
（ 2） 　中野・前掲注（ 1）672頁；鈴木忠一＝三ヶ月章編『注解民事執行法 
（ 4）』（第一法規出版，1985）483頁〔稲葉威雄〕； Stein/Jonas, Kommentar 
zur Zivilprozessordnung, 22. Aufl., 2004, § 829 Rn. 95 （Brehm）； Krüger/

































（ 6） 　MüKoZPO/Smid, a.a.O （Anm. 2）, § 829 Rn. 54.
（ 7） 　最判昭和39年 8月28日民集18巻 7号1354頁。
（ 8） 　Stein/Jonas/Berhm, a,a,O. （Anm. 2）, § 829 Rn. 90; vgl. auch MüKoZPO/













（ 9） 　Stein/Jonas/Berhm, a,a,O. （Anm. 2）, § 829 Rn. 123; vgl, auch MüKoZPO/
Smid, a.a.O （Anm. 2）, § 829 Rn. 78.

















（14） 　大判昭和 5年 6月12日民集 9巻532頁参照。
（15） 　平野哲郎『実践 民事執行法 民事保全法〔第 2版〕』（日本評論社，2013）
250頁。なお，民法179条 1項本文は，「所有権及び他の物権が同一人に帰属
したときは，当該他の物権は，消滅する」として，所有権以外の物権が対象
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る債権（将来債権）は発生しないことになる（16）。それに対して，最判平成10
年は，賃借人以外の第三者に賃貸借契約の目的である建物が譲渡されることに
よって，賃貸人たる地位が移転し，それに伴って賃料債権の帰属が賃貸人から
第三者に譲渡されることになるところ，将来債権が発生しない結果には至らな
い。この差異によって，将来債権に差押えの効力を認めなかった本判決と，認
めた最判平成10年で結論に違いが生じていると考えられる（17）。
（ 2）賃料債権の混同
　本件においては，第三債務者は，賃貸建物の譲渡後に生じる債権（将来債
権）が混同（民520条本文）によって消滅した，と主張していた。債務者から
第三債務者が賃貸建物の所有権を取得することで混同が生じ（民179条 1項類
推），賃貸人の地位は消滅するが，将来債権は「すでに発生している」と解し
ていた故に，債権の混同が主張された，と考えられる。しかし，この場合に
は，その将来債権は，すでに差し押さえられているために，消滅しないことに
なってしまう（民520条ただし書）。そうすると，差押えの効力が及ぶことにな
り，結論的には最判平成10年と同じになる。本件の控訴審が，同様の見解を示
している。
　私見は，控訴審の見解に反対する。それは，専ら理論上の理由からである。
まず，民法520条ただし書が適用される前提として，同条本文の「債権」は実
際に発生していなければならない（18）。債権が存在しないのであれば，その債
権に係る債務の消滅原因である混同は問題とされないからである。そこで，こ
の「実際に発生している」ことの意味が問題になる。例えば，期限未到来の債
権や停止条件付債権は，これらの債権が消滅することで，債務者は将来的にこ
れらの債権に係る債務を弁済する必要がなくなるために，「実際に発生してい
る」と言うことができる。しかし，本件で問題とされている賃料債権は，これ
らの債権に当てはまらない。すなわち，「借賃支払の義務は，賃貸借契約の締
にされているところ，対抗要件を備えた賃借権は，物権と同様の扱いを受け
ること（債権の物権化）に類推の基礎が存在する（我妻栄『新訂 債権総論』
（岩波書店，1964）373頁参照）。
（16） 　山野目・前掲注（ 3）54頁；松尾弘「判批」法セ700号（2013）130頁。
（17） 　髙山崇彦＝小林貴恵「判批」小林明彦＝道垣内弘人編『実務に効く　担
保・債権管理判例精選』（有斐閣，2015）124頁。
（18） 　松尾・前掲注（16）130頁。
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結と同時に発生するものではなく，賃貸人が賃借人をして使用収益しうる状態
においたことに応じて発生する」，と解すべきである（19）。なぜなら，賃貸借契
約は「継続性」を有し，各期の賃料債務と使用収益義務が対価関係にあるから
である（20）。したがって，私見は，将来の賃料債権との関係で，債権が「実際
に発生している」ことを前提とする民法520条の適用に反対する。本判決はそ
の判旨の規範部分において債権の混同に言及していないが，これは正当であ
る。
（ 3）差押えの効力
　以下では，第三債務者に賃貸建物の譲渡が行われたことによって譲渡後に弁
済期が到来する債権は発生しなくなる，と解した上で，未発生の債権にも差押
えの効力が及ぶか否か，すなわち第三債務者は差押債権者の取立てに応じなけ
ればならないか否か，これを検討する。
　この問題については，差押えの目的となっている将来債権が，基本法律関係
の処分によって，（本件と同様に）消滅する（消滅型）か，（最判平成10年と同
様に）移転する（移転型）か，区別して結論付ける見解がある（21）。この見解
は，第三債務者が置かれる法的地位に注目する。すなわち，第三債務者として
は，差押えの効力が及ぶとなると，消滅型の場合には，反対給付を得られない
にもかかわらず，自己の債務は履行し続けねばならないことになり，対価的に
不均衡が生じる（したがって差押えの効力は否定されるべき），移転型の場合
には対価的な不均衡が（第三債務者に関しては）生じない，と説く。そして，
移転型においては，差押えの効力を肯定した場合の譲受人の不利益と，差押え
の効力を否定した場合の差押債権者の不利益を衡量した上で，差押えの効力を
肯定する。債権執行においては，当事者間の紛争に本来無関係な第三債務者の
利益を十分に考慮しなければならないことが民事執行法学における一般的な立
（19） 　来栖三郎『契約法』（有斐閣，1974）313頁。この見解は，民法学において
通説とされている（我妻栄『債権各論　中巻一』（岩波書店，1957）470頁，
等）。従来，賃料の発生時期の問題は，危険負担（民536条）や賃貸人の修繕
義務（民606条）の不履行との関係で論じられてきた（白石大「債権の発生
時期に関する一考察」早法88巻 1号（2013）123頁）。最近の文献として，山
本敬三『民法講義Ⅳ─ 1 　契約』（有斐閣，2005）408頁；森田宏樹「賃借物の
使用収益と賃料債権との関係（ 1）」法教360号（2010）73頁，等。
（20） 　森田・前掲注（19）73頁。
（21） 　山本・前掲注（13）38頁（判時1664号200頁）。
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場であり（22），第三債務者が置かれる法的地位から差押えの効力を検討するこ
の見解は妥当である。本件は消滅型に当たるため，原則として差押えの効力は
及ばないと考えられる。
　これに対して，賃貸建物の所有権を，一旦第三債務者に移転した上で，その
第三債務者から第三者が取得すれば，差押えの拘束を受けないことを指摘し
て，本判決と最判平成10年との区別に疑問を呈する見解が存在する（23）。確か
に，この見解の指摘はもっともであるが，執行免脱を目的とした譲渡は例外に
過ぎないと考えるのであれば，その例外に合わせて差押えの効力を検討すべき
ではない（24）。すなわち，第三債務者の利益の観点に基づいて原則を定立した
上で，本判決が指摘する「特段の事情」（例外側）によって執行免脱に対する
調整を施すのが良い，と思われる。
（ 4）特段の事情が存在する場合の法律構成
　本判決は，第三債務者に賃貸建物を譲渡した後には，賃料債権が発生しない
ことを前提にする。しかし，「賃貸人と賃借人との人的関係，当該建物を譲渡
するに至った経緯及び態様その他の諸般の事情に照らして，賃借人において賃
料債権が発生しないことを主張することが信義則上許されないなどの特段の事
情」がある場合には，差押えの効力が認められる余地を残している点に特徴が
見られる（特段の事情として，本件建物の譲渡が執行免脱のために行われたこ
とが想定される）。この判旨は，次のとおり理解されるべきである。まず，「基
本法律関係に差押えの効力は及ばない」との法命題を前提にすると，その処分
行為が虚偽表示によって無効である場合には，消滅が否定される将来の賃料債
権に対して，差押えの効力は依然として生じている。もっとも，判旨からは，
特段の事情の存在から直ちに虚偽表示が認められるとは思えない（25）。そうす
（22） 　松村和德「判批」リマークス48号（2014）129頁。
（23） 　占部洋之「判批」民商147巻 6号（2013）578─579頁。
（24） 　なお，この見解は，差押えの効力を将来債権に及ぼすことの不利益を指摘
して，本判決より，むしろ最判平成10年の妥当性を再検討する必要がある，
と説く（占部・前掲注（23）579頁）。
（25） 　平野・前掲注（15）250頁は，「〔本〕判決の趣旨は，譲渡が債権者に対す
る関係で信義則に反するような事情がある場合に，債権者に対して賃料債権
の不発生を主張できないとするだけで，譲渡を無効とするわけではない
〔と〕解される」と説明する。もっとも，「特段の事情」があれば，「譲渡自
体，虚偽表示によって無効としてもよい場合も多いと思われる（民94条 1
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ると，特段の事情が認められるが，虚偽表示までは認められない（処分行為が
有効に行われている）場合には，将来の賃料債権が「法的には」発生しないに
もかかわらず，第三債務者は差押債権者の請求に応じなければならない（もっ
とも，「実際には」賃貸借関係が継続して，賃料が支払われていると思われ
る）。しかし，これは理論的説明に窮する。そのため，特段の事情が認められ
る場合には，虚偽表示が認められるか否かにかかわらず，基本法律関係にも差
押えの効力が及ぶ，したがって基本法律関係の処分は差押えの処分禁止効に抵
触し，相対的無効となり，債権の消滅につき第三債務者は債権者に対抗できな
い，と解すべきである（26）。
（ 5）本判決の意義
　本判決は，賃料債権の差押えを受けた債務者が，賃貸建物を，第三債務者に
譲渡し，賃貸借契約が終了したことによって，譲渡後の賃料債権が発生するこ
とがなくなった結果，差押債権者は，第三債務者から，建物の譲渡後に弁済期
が到来する賃料債権を取り立てることができないことを初めて示した点で，意
義を有する。
 （清和大学・谷口哲也）
項）」と付言されている（同250頁）。
　　　これまで執行免脱との関係で学説によって主張されてきた法律構成（虚偽
表示）と比べて，差押債権者の保護が拡大されたと評価することができる。
（26） 　柳沢雄二「賃料債権の差押えの効力発生後になされた賃貸建物の賃借人へ
の譲渡」栂・遠藤古稀『民事手続における法と実践』（成文堂，2014）901頁
は，差押えの効力は，債権者の満足に必要な範囲内で認めれば足り，第三債
務者からの取立てが不要になった場合には，基本法律関係の処分を無効とす
る必要はない，と主張する。しかし，差押えの効力は相対的であるから，実
体的には有効に基本法律関係の処分が行われているのであり，その限りで債
務者の処分自由を確保すればよい，と解する。また，同903頁は，特段の事
情がある場合，「本件建物の譲渡は有効であり，賃貸借も終了して，賃料債
権は発生しないが，Y〔第三債権者〕は，そのことを X〔債権者〕に対抗す
ることができない」との法律構成が採られるべき，と主張するが，いかなる
理由で「対抗不能」になるのか，が明らかでない。
